
ＩＰ時代における電気通信番号の在り方に関する研究会 開催要綱 

 

１ 名称 

本研究会は、「ＩＰ時代における電気通信番号の在り方に関する研究会」（以

下「研究会」という。）と称する。 

 

２ 目的 

固定電話サービスへの新規参入、ＩＰ電話の急激な拡大等、固定電話サービ

スを取り巻く環境が大きく変化しつつある。これに伴い、電気通信番号が不足

する可能性が高まっており、サービス提供に必要な番号の確保が必要となって

いる。また、ネットワークのＩＰ化の進展により、例えば固定電話の通話料金

が距離に依存しなくなることにより、電気通信番号による市内・市外通話の識

別ニーズが低下することが考えられるなど、電気通信番号に求められる役割に

ついても見直しを行っていく必要がある。 

本研究会では、こうした状況を踏まえ、国民生活に最も浸透している番号で

ある固定電話の電気通信番号について、今後の需要調査を行うとともに、これ

に基づき具体的なひっ迫対策を検討する。さらに、ＩＰ化が進展していく中で、

固定電話番号の市外局番の在り方をはじめ、今後電気通信番号に求められる役

割について検討を行う。 

 

３ 検討項目及びスケジュール 

検討項目を次のとおりとし、平成１７年６月に取りまとめを行うことを目途

とする。 

(1) 固定電話番号の需要調査及び具体的なひっ迫対策 

(2) IP 化の進展に伴う固定電話番号等の電気通信番号の在り方 

(3) その他 

 

４ 研究会の構成 

研究会の構成は別紙のとおりとする。 

 

５ 運営 

(1) 本研究会は、総合通信基盤局長の研究会として開催する。 

(2) 研究会に座長１名、座長代理１名を置く。 

(3) 座長は、研究会参加者の互選によりこれを定める。座長代理は座長の指名

によりこれを定める。 

(4) 研究会の下にワーキンググループを設けることができるものとする。 

(5) 研究会は座長が招集し、主宰する。 

(6) その他研究会の運営方法は、座長の定めるところによる。 
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６ 会議の公開 

「審議会等の整理合理化に関する基本的計画」（平成１１年４月２７日閣議

決定）における審議会等の公開の措置に準じ、本研究会は、原則、公開で行

う。また、その議事録も、原則、公開する。 

ただし、本研究会の開催に際し、当事者又は第３者の権利、利益や公共の

利益を害する恐れがある場合等、座長が必要と認める場合は、その全部又は

一部を非公開とする。 

 

７ 庶務 

研究会の庶務は、総務省総合通信基盤局電気通信技術システム課番号企画室

が行う。 
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「ＩＰ時代における電気通信番号の在り方に関する研究会」の開催について

ドライカッパを用いる固定

電話サービスへの 新規参入

ＩＰ時代における電気通信番号の在り方に関する研究会の開催

固定電話の番号の需要調査、
具体的なひっ迫対策の検討が必要

電気通信番号の在り方の検討が必要

固定電話の番号の逼迫対策 電気通信番号の在り方

電気通信番号を取り巻く環境の変化

固定電話の番号に対する需要の増加

固定電話の番号が不足する可能性

固定電話のサービス提供形態の変化
従来とは異なる新しいサービスの出現

電気通信番号に求められる役割の変化

ネットワークのＩＰ化の進展
固定電話と同じ電話番号(0AB～J
番号)を使用するIP電話の拡大

（ひっ迫対策の例）

・桁ずらし（市外局番の末尾１桁を市内局番に移行し、市内局番で
先頭には使えない０、１で始まる分を利用）

・番号指定単位の見直し（現行の一万番号単位を千番号単位に）

・桁増（現行の１０桁に１桁加えて１１桁とする） 等

ＩＰ化による
通話料金
の均一化

電話番号で市内・
市外通話を識別する

ニーズが減少

固定電話番号
の番号区画
の見直し等

（今後想定される役割の変化の例）
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